
 

 

 

 

 

 

 

【提案・要望先】文部科学省 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）について 
小学校高学年の教科担任制の充実を図るため、専科教員を基礎定数化することにより、中学校

同様の指導体制を構築していくことが重要。また、本県のいじめや不登校、暴力行為の現状と

課題、子どもたちの健康課題等を踏まえ、専任教員や養護教諭、栄養教諭の配置の充実を図る

必要がある。 

（2）について 
教職員が笑顔で働き、教育効果を高めていけるよう、学校における働き方改革を一層推進して

いくことが必要。そのため、教育業務支援員等の多様な人材の参画や、事務職員、学校司書等

の専門職員の拡充を図る必要がある。また、慢性的な臨時講師不足を解消し、誰もが安心して

休める環境づくりが急務。特に、年度途中からの産前休暇に対しては、代替教員の確保が困難

であることから、１学期中の産前休暇については、年度当初から代替教員の配置が可能となる

仕組み（先読み加配）の創設が求められる。 

夢と生きる力を育む教育環境の整備 

 質の高い教育と様々な課題を抱える子どもたちへの対応を充実させるためには、教
員がきめ細かく子どもに関わることができる教育環境を整えることが不可欠。一層
の定数の改善や加配の充実を図られたい。 

 教員が持てる力を最大限に発揮し、教育効果を高めるためには、教職員が笑顔で働
くことのできる職場環境づくりが必要。学校における働き方改革推進のための多様
な人材の参画拡充を図られたい。 

２．提案・要望の理由 

(1) 新しい時代の学びの環境整備および多様な教育課題への対応 

○ 少人数教育のさらなる推進 
・少人数学級編制拡充のための定数改善（中学校および高等学校における 35人学級編制の実 
現、小学校における 35人未満学級編制の検討等 ） 

 ・少人数習熟度別指導等の充実のための指導方法工夫改善定数の現行数維持 
○専門性の高い教科指導を実現する専任教員の配置   
  ・小学校における教科担任制を一層推進するための専科教員の基礎定数化 
○複雑化・困難化する教育課題に専任する教員配置の拡充 
 ・いじめや不登校、暴力行為の解消を目指し、指導体制を強化する専任教員の拡充 
 ・教育相談機能充実のための養護教諭の複数配置基準の改善 
 ・共同調理場における栄養教諭の配置基準の改善 

(2) 教職員が笑顔で働くことのできる職場環境づくり 

（教育効果を高める働き方改革推進） 

○多様な人材の参画による学校の教育力の向上 

 ・働き方改革推進のための各種支援スタッフ(教員業務支援員、部活動指導員、情報通信技術支 
援員等)の拡充 

 ・校務運営の充実に向けた共同事務推進のための事務職員加配の拡充 
 ・学校図書館機能充実のための学校司書の定数化 
〇安心して休める職場環境実現のための代替教員の確保 
 ・１学期中からの産前休暇について年度当初から代替教員の配置が可能となる仕組み（先読み

加配）の創設 

 

 

１．提案・要望内容 



 

担当：教育委員会事務局教職員課  

TEL 077－528－4536 

本県は、いじめや不登校、学力、体力の向上、特別支援教育などの課題を総合的に解決するため

に、少人数学級編制を小中学校全学年で実施するとともに、個に応じた習熟度別学習指導等に取

り組んでおり、一定の教育効果を挙げている。しかし、依然として教育課題が多く、特に、いじめ

など問題行動の低年齢化が深刻な状況となっている。このため、生徒指導等に対応する専任教員

等の配置を拡充するとともに、小学校高学年における教科担任制をより一層充実させる体制づく

りにより、多くの教員で子どもたちを多角的に見取り、組織的に問題の未然防止や早期発見・早期

対応を図っていくことが必要である。 
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（令和３年度滋賀県小学校長会調査研究部の調査結果による） 
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不登校・いじめ・暴力行為等への継続的な対応が必要 
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小学校における教科担任制の一層の推進のため 

専科教員の基礎定数化が必要 
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専科等の加配教員（正規職員）

教務部や管理職による出授業

会計年度職員（非常勤講師）

学級担任間の授業交換

中学校教員が兼務して実施

その他（実施できない等）

（校）
どの教員が教科担任制を担っているか（複数回答可）

※県内小学校校長 220 名に調査（令和３年度滋賀県小学校長会調査研究部の調査結果による） 

（令和３年度滋賀県小学校長会調査研究部の調査結果による） 

中学校同様、すべての教科において

指導の充実を図ることが必要 

大半の学校が教務部・管理職の出授業等、工夫して指導を実施 

管理職がマネジメントに一層注力できる体制づくりが必要 

教科担任制の充実により、

質の高い教育の実現と諸課

題の解決を図ることが必要 


